
２０２０年９月１７日 

 

各 位 

 

証券会員制法人 札幌証券取引所 

 

 

パブリック・コメントの実施について 

 

本所は、下記の要領で、パブリック・コメントの募集（規制の設定又は改廃についてのご意見募集）を

実施することといたしましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１．パブリック・コメントの内容 

・債務超過に関する「株券上場廃止基準」等の見直しについて 

２．意見提出方法等 

（１）募集期間：２０２０年９月１７日（木）～２０２０年９月３０日（水） 

（２）提出方法：郵送、ファクシミリ、Ｅ－ｍａｉｌ 

（３）提出先 

① 郵送の場合…〒060-0061 札幌市中央区南１条西５丁目 14－１ 

証券会員制法人 札幌証券取引所 自主規制部 

② ファクシミリの場合…ＦＡＸ：011-251-0840 

③ E-mailの場合…本所ホームページ（URL…https://www.sse.or.jp/archives/publiccomment） 

上の入力フォームから提出して下さい。 

３．公表資料の入手方法 

本所ホームページ及び本所窓口での配布 

４．意見等処理方法 

提出期限の翌日以降、本所ホームページに掲載いたします。 

 

以 上 

【お問合せ先】 

証券会員制法人 札幌証券取引所 

自主規制部 

ＴＥＬ ０１１－２４１－１１３５ 

https://www.sse.or.jp/archives/publiccomment
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債務超過に関する「株券上場廃止基準」等の見直しについて 

 
 
 

２０２０年 ９月１７日 

証券会員制法人札幌証券取引所 

 
Ⅰ．趣旨 

本所は、新型コロナウイルス感染症の拡大が、企業活動・企業業績に多大な影響を与えていることに鑑み、債務超過に関する上場

廃止基準を見直すなど、株券上場廃止基準等の一部改正を行うこととします。 

併せて、上場会社の負担軽減を図るため、上場会社がコーポレートアクション等を行う場合の提出書類の見直しを行うなど

所要の改正を行うこととします。 

Ⅱ．概要 

項 目 内 容 備 考 

１．債務超過に関

する上場廃止

基準等の見直

し 

 

（１）改善に向け

た計画の開示 

 

 

 

 

 

 

・上場会社が事業年度の末日に債務超過の状態となった場合は、その

改善に向けた計画を当該事業年度の末日から起算して３か月以

内に開示するものとします。 

 

 

 

 

 

 

※債務超過の状態となった上場会社に

対して、早期の改善を促す趣旨で

す。 

・計画に変更が生じた場合には、速やか

に変更後の計画を開示するものとしま

す。 

・計画の進捗を１四半期会計年度に

対して、１回以上開示することを要す

るものとします。 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

（２）上場廃止基

準の見直し 

 

・上場会社が債務超過に関する上場廃止基準に抵触した場合であっ

ても、以下のいずれかに該当するときは、上場廃止を行わないも

のとします。 

① 時価総額が１，０００億円以上の場合（前（１）の計画を適切

に開示しているものに限る。） 

② 法的整理、私的整理、地域経済活性化支援機構の再生支援によ

り債務超過でなくなることを計画している場合 

 

※債務超過の状態であっても、相応の市

場評価を得ている場合や、法的整理・

私的整理の場合など関係者の強い合

意の下で、計画的かつ確実に債務超

過の解消を図ろうとしている場合に

ついては、上場会社における資本政

策・経営戦略の柔軟性を高める観点か

ら、改善期間の制限を設けないこと

とする趣旨です。 

・①の時価総額については、事業年度の

末日以前３か月間の平均値を用いる

こととします。 

・②については、上場廃止基準において

は猶予期間の最終日から起算して３か

月以内に、法的整理、私的整理、地域

経済活性化支援機構の再生支援に基

づく再建計画を公表している会社を

対象とします。 

 

（３）監理銘柄指

定の取扱いの

見直し 

 

・上場会社が債務超過に関する上場廃止基準に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合は、監理銘柄（確認中）に指定できるものと

します。 

 

※上場廃止のおそれについて、本所から

投資者に対して適切に注意喚起を行う

趣旨です。 

・現行規則では、上場会社が債務超過に

関する上場廃止基準に該当する状態に

ある旨の発表を行った際に、監理銘柄

（確認中）に指定することとしていま

す。 

・例えば、上場会社が猶予期間中の債務

超過の解消が困難である見込みを開示
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項 目 内 容 備 考 

した場合には当該開示の日から、猶予

期間の最終日までに債務超過の解消が

確実となった旨を開示していない場合

には当該最終日の翌日から、それぞれ

監理銘柄（確認中）に指定して周知を

行います。 
 

２．その他 

（１）コーポレ

ートアクショ

ン等を行う場

合の提出書類

の見直し 

 

・上場会社が、公募増資、第三者割当増資等により新株式を発行す

る場合における有価証券上場申請書をはじめ、上場会社が行うコ

ーポレートアクション等に伴って提出を求めていた書類の一部に

ついて、原則としてその提出を不要とします。 

 

※これまでは、上場株券と同一の種類の

株券について上場会社が追加発行を

行う際に、その都度、追加上場のため

の申請を行うことを原則としており

ましたが、株券不発行制度の定着など

の環境変化と上場会社の事務負担に考

慮して、発行の都度の申請手続きを

不要とするほか、全般的に提出書類の

見直しを行うことで上場会社の負担

軽減を図る趣旨です。 

・有価証券上場申請書のほか、有価証券変

更上場申請書、決算取締役会決議通

知書、有価証券届出効力発生通知書

の写し、概要書等を対象とします。 

 

（２）新規上場時

の申請書類に

虚偽があった

場合の上場廃

止基準の見直

し 

・上場会社が、新規上場申請及び上場審査において提出した書類に虚偽

の記載があり、本来なら上場審査基準に適合していなかったことが明

らかになった場合には、１か年以内に新規上場審査に準じた上場適格

性の審査に適合しなければ、上場を廃止するものとします。 

※「上場契約違反等」の一類型として、

「宣誓書において宣誓した事項につい

て重大な違反を行った場合」を上場廃

止事由として定め、これに該当しない

場合でも、内部管理体制等の改善の必

要性に応じて特設注意市場銘柄に指定

する制度を設けておりますが、虚偽の

記載により新規上場した会社の上場適
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項 目 内 容 備 考 

格性を速やかに再審査することで、取

引所金融商品市場に対する投資者の信

頼向上を図る趣旨です。 

・具体的には、直ちに上場廃止とすべき

場合には該当しないものの、内部管理

体制等に重大な不備が認められた場

合や、経営成績等に関する形式基準

を充足していなかったことが明ら

かになった場合について、審査を行

うものとします。 

・当該審査の対象となる場合には、特設

注意市場銘柄への指定の対象としな

いこととします。 

・市場変更に係る申請時に提出した書

類に虚偽の記載があり、本来なら基

準に適合していなかったことが明

らかになった場合については、現行

の有価証券上場規程第１１条の９

を適用します。 

 

（３）特設注意市

場銘柄制度に

おける審査事

項の明確化 

・特設注意市場銘柄に指定された上場会社に係る「改善の見込み」の審

査においては、「再発防止に向けた改善計画の進捗状況」を勘案する

ことを明確化します。 

※特設注意市場銘柄に指定されてい

る上場会社に対して、再発防止に向

けた改善計画及びその進捗の開示を

要請する運用を踏まえ、実務の透明

性向上の観点から、上場廃止に係る

審査事項を明確化する趣旨です。 

・進捗状況の検討に際しては、「改善期

間内に実効的な改善が見込まれる

合理的な計画の有無」や「計画の進

捗に未達成の内容がある場合におけ

る未達成の原因」等を確認するもの
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項 目 内 容 備 考 

とします。 

・例えば、改善計画の進捗に著しい遅れ

が生じている場合であって、改善計画

について残りの改善期間内に実効的

な改善が見込まれる合理的な変更

が行われていないときなどについ

て、改善の見込みがないものとして

取り扱うことを想定しています。 

（４）Ｊ－ＩＲ

ＩＳＳへの情

報登録の促進 

 

・企業行動規範の望まれる事項において、上場会社は、内部者取引等

の未然防止に向けた体制整備のため、Ｊ－ＩＲＩＳＳ（日本証券業

協会が運営する内部者登録・照合システムをいいます。）の利用に

努める旨を規定します。 

 

 

（５）その他 ・その他所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．実施時期（予定） 

• ２０２０年１１月１日から実施します。 

• １．（１）及び（２）に関しては、施行日以後に終了する事業年度の末日において、債務超過となる会社から適用します。 

• ２．（２）に関しては、施行日以後に新規上場に係る申請を行う会社から適用します。 

 

以 上 
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